
⚫ 日時：2025年5月27日（火） 15：00～16：00

⚫ 場所：東京本社 および Zoom

⚫ 登壇者：株式会社ゼンリン 代表取締役社長 竹川 道郎
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機関投資家向け決算説明会 説明要旨
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2025年3月期の決算概要について、説明いたします。
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２５年３月期の連結売上高は

前期比で ３０億円増加の ６４３億円 となりました。

オートモーティブ、IoTの両事業が堅調であったことに加えて、

前期からの価格改定の影響もあり、

２期連続で増収、過去最高の売上高となりました。

損益面では、

ベースアップなどにより人件費は増加いたしましたが、

ストックサービスやデータ提供ビジネスの増収により

売上構成が変化したことで限界利益率が改善し、

営業利益 は、 前期比で １９億円増加の ３９億円、

経常利益 は、 １８億円増加の ３９億円、

親会社株主に帰属する当期純利益は、

前期に投資有価証券売却益を計上した反動により

５億円増加の ２６億円 となりました。
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前中長期経営計画ＺＧＰ２５期間を含む

１９年３月期からの業績推移を表示しております。

ＺＧＰ２５ の初年度である２０年３月期から

コロナの影響などにより売上が減少したことに加え、

データベースの高精度化やサービス提供基盤の開発など

先行投資を続けたことで、業績は低調に推移しておりました。

しかしながら、ストックサービスへの転換が順調に進んだことや

自動車生産の回復などにより

２５年３月期の売上高は１９年３月期を超え、過去最高となりました。

営業利益は、

先行投資やベースアップなどの人的資本投資など、

コスト増の要因もあり、１９年３月期の水準には届かないものの、

直近では２期連続の増益となりました。
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事業別売上高の前期比でございます。

プロダクト事業は、フロー型商材の減少や、

API採用拡大によるIoT事業へのシフトによる影響がありましたが、

GISパッケージなどが堅調に推移し、３億円の増収となりました。

公共ソリューション事業、マーケティングソリューション事業は、前年と同規模、

IoT事業は、子会社の上場に伴う連結除外により、約１０億円の

減収影響がございましたが、

ZENRIN Maps APIやソリューションサービスが順調に推移し、

１３億円の増収となりました。

オートモーティブ事業は、採用ナビモデルの拡大によるシェアアップや、

アプリケーション一体型モデルの提供による単価アップに加えて、

第１四半期に一過性要因の売上を計上したことなどにより、

１５億円の増収となりました。
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続きまして、営業利益の増減について、

売上高と費用の観点から説明いたします。

売上高は、

各事業の増収と価格改定の影響に分けて示しています。

営業費用は、

売上構成変化により売上原価は微増にとどまる一方、

ベースアップ等により人件費が増加いたしました。

また、地図データベース整備費用や、

サービス提供基盤の運用費などにより

費用全体では 前期比で １０億円の増加となりました。

なお、子会社の連結除外による影響は、

売上高・費用の両面ございますが、

営業利益への影響は軽微となっております。
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価格改定による影響について、説明いたします。

２３年４月から段階的に価格改定を実施し、

２５年３月期は、 約２０億円 の増収影響となりました。

商品・サービス別では、

住宅地図帳とGISパッケージは新価格の適用が完了し、

住宅地図データ提供や受託案件での新価格反映も概ね予定通りに

進んでおります。

カーナビ関連でも、取引先メーカーと交渉していますが、

２～３年後に発売予定の次期モデルを対象としているため、

価格改定の時期や規模は、現時点では未定としております。
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キャッシュ・フローの状況です。

営業キャッシュ・フローは、

増収などにより ９６億円の収入となりました。

投資キャッシュ・フローは、

地図データベースやサービス提供基盤のソフトウェア開発などにより

５１億円の支出となりました。

財務キャッシュ・フローは、

配当金の支払いや、借入金の返済などにより

３８億円の支出となりました。

以上により、期末の現預金残高は、

前期比 ６億円増加の １３９億円 となりました。
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配当金について説明いたします。

当社は安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針としており、

目標とする指標も、DOEを採用しております。

この方針に則り、２５年３月期の期末配当金は

前期から ５円 増配し、 １株当たり２０円、

年間配当金は ３５円で ４期連続の増配、

また、DOEは ４.３％となります。
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つづいて、4月末に発表しました中長期経営計画

ZENRIN GROWTH PLAN 2030 について、

説明いたします。
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前中計であるＺＧＰ２５の振り返りです。
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ＺＧＰ２５の振り返り と 経営の重要課題です。

変化の速い外部環境では、技術革新と社会課題など、

事業機会とリスクの両面があります。

ＺＧＰ２５の成果として、

ZIP（ZENRIN Information Platform）へ投資を継続して基盤を構築し、

回収フェーズへ移行することができました。

ここから、利益を創出する環境が整い、ビジネスモデルの転換が順調に推移し、

ストック型商品、高利益率商品が拡大しております。

課題としましては、

「地域・企業の 顧客基盤を拡大すること」

「商品企画・開発の 速度とプロセスをより早くすること」

「情報活用に向けた 社内システムのDX化」

「事業環境の変化に応じた 人財戦略」 などがございます。



また、従来からの当社の強みである、

「唯一無二の 時空間データベース」

「あらゆる業界の 豊富な顧客基盤」

「地域に根差した 拠点網とブランド力」

がより強化されて参りました。

これら状況から、経営の重要課題としましては、

「時空間情報による地域・社会課題の解決」 「事業基盤の強化」

「技術進化への対応」 「人財基盤の強化」 を定義しています。

この重要課題の解決と、ゼンリンを更なる成長フェーズとするために

ＺＧＰ２０３０を策定しております。
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ＺＧＰ２０３０の基本方針です。

13



名称を 中長期経営計画 ZENRIN GROWTH PLAN 2030

略称を ＺＧＰ２０３０ としております。

期間は 2026年3月期 から 2030年3月期 の 5ヶ年、

1st Stage を 2026年3月期 から 2027年3月期 の 2ヶ年、

2nd Stage を 2028年3月期 から 2030年3月期 の 3ヶ年としております。

基本方針は

「共創社会における社会的価値創造」 です。
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事業方針を 「事業ポートフォリオマネジメントによる 事業収益最大化」 とし、

事業戦略を 「企業共創」 「地域共創」 「社内共創」としております。

技術方針を 「高度時空間データベースによる 提供価値の最大化」 とし、

技術戦略を 「生産技術」 「生産プロセス」 「サービス技術」としております。

組織方針は「グロースマインドセットによる スキル向上で組織力を最大化」 、

組織戦略として「意識改革」 「構造改革」 「仕組みづくり」としております。
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ＺＧＰ２０３０の定量目標を説明いたします。
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ＺＧＰ２０３０では、

ＺＧＰ２５期間における投資回収を最優先課題と位置づけ

収益の向上に取り組んでまいります。

2027年３月期には、ROE ８％、

最終年度の2030年３月期では １０％以上 を目指します。

またROEを構成する要素として、

収益性、資産効率、財務の健全性を重視しておりますが、

収益性の指標としては、

実質的な稼ぐ力を表すEBITDAを採用し、

2027年３月期に １１５億円 、マージンは １６.９％

2030年３月期には １５０億円、マージンは １９.２％ を

目指します。

また、資産効率を改善させ、財務健全性を維持しつつ、

総還元性向 100％を目指した株主還元を実施いたします。
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続いて、業績面です。

５年後の最終年度までには環境変化も予想されますが、

1st Stageの２年間の目標値を設定しています。

1st Stage 最終年度の2027年３月期は、ROEを ８％ とし、

売上高は ６８０億円、

EBITDAは １１５億円、

営業利益は ５５億円 、

当期純利益は ４０億円 を目標とします。

そしてＺＧＰ２０３０最終年度の2030年３月期の指標は、

ROEを １０％以上とすべく、

売上高は ７８０億円、

EBITDAは １５０億円、

営業利益は ８０億円、

当期純利益は ６０億円 としております。
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続いて、資本効率の向上について説明いたします。

企業共創・地域共創活動による売上拡大、

ストックサービスやソリューションサービスへのシフトによる

限界利益率向上などにより収益を拡大することで、

ＺＧＰ２５期間における投資を早期に回収し、

ＺＧＰ２０３０の5年間累計で、

営業キャッシュフローを５５０億円創出いたします。

営業キャッシュフローと手元資金をあわせ、

成長投資から収益を生み出す利益創出サイクルにより

５年間累計で

高度時空間データベースへの投資やM＆Aなどに ４００億円、

株主還元には ２００億円 を配分いたします。

株主還元については

DOE ５％以上とする配当に加え、機動的な自己株式の取得により、

５年間累計で総還元性向 １００％を目指します。

キャッシュインフローを、成長投資と株主還元に適切に配分することにより

資本効率を向上させるとともに、健全な自己資本比率を維持してまいります。 19



株主還元の内容となります。

株主還元の目標値は、

先のスライドで説明のとおり、

DOEは ５％以上を維持し、

総還元性向は５年間累計で１００％を目指してまいります。
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事業の方針について、ご説明いたします。
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事業では、事業方針と事業戦略に基づき、

共創活動による課題解決と利用価値の創出を通じ、社会的価値の創造を行います。

企業共創活動により、特定企業とのパートナーシップを強固にし、

産業における業界課題解決を支援し、業界単位で顧客基盤を拡大してまいります。

また地域共創活動により、自治体・地域企業と地域課題解決に取り組んでいくことで、

新たな顧客リレーションを構築し、地域の顧客基盤を拡大してまいります。

これら共創活動は、ＺＧＰ２０３０の中核となる戦略です。

各領域でプロジェクト体制を組織し、全社組織横断型でプロセス設計から拠点変革、

実行管理までを行い、強力に取り組みを進めております。
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事業ポートフォリオです。

ＺＧＰ２０３０の事業区分は、内外環境の変化により、

顧客軸・商品軸の両面から再定義し、最適化を行いました。

プロダクトソリューション事業、 略称はＰＲ

マーケティングソリューション事業、 略称はＭＳ

公共ソリューション事業、 略称はＰＵ

インフラソリューション事業、 略称はＩＦ

モビリティソリューション事業、 略称はＭＢ

の5つを事業区分とし、各事業本部で事業戦略を策定します。

事業戦略の実行は、各事業本部と、

地域の事業活動を担うエリアソリューション本部が連携して、

効率的に顧客へアプローチできるよう事業を推進します。

事業の概要は後ほど説明しますが、

全ての事業において、事業基盤であるZIPを活用し、

顧客のDXを支援し、ビジネスや社会課題の解決に貢献して参ります。
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事業戦略の概要です。

ゼンリンの強みである事業基盤・顧客基盤・拠点網を活用し、

ZIPを活用した商品群と 共創活動により、

ビジネスを創造し、収益を拡大していきます。

まず、企業共創、地域共創の顧客領域で、ゼンリンの豊富な顧客基盤を再分類します。

既存顧客とのビジネス機会を深掘りするとともに、

新規顧客とのビジネスの可能性を洗い出します。

そして各事業戦略に基づき、

ＺＩＰを活用した「ソリューション」「セレクション」「パッケージ」を企画開発します。

これら商品群を、

業界企業の線と、地域における面で、

網羅的に共創活動を推進することで、

企業と地域の顧客基盤を拡大します。
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ここで共創活動で重要となる、商品体系の考え方を説明します。

ソリューションは、個々の顧客要件にカスタマイズしたサービスを提供します。

時空間データベースから常に最新のデータと、データ活用機能をAPIで提供し、

顧客の課題を解決する業務アプリケーション開発・運用から、作業の受託まで、

様々な商材を組合せてサービスを構築します。

開発規模が大きく、様々な事情により独自の要件が多い大手企業向けの

ビジネスが中心となります。

これらソリューションが標準化され、業界・業務の要件が明確になり、

ある程度の市場が見込めれば、パッケージ商品が開発できます。

パッケージは、位置情報コンテンツと汎用的な業務機能を

標準的なサービスとして提供します。



客単価は大きくはありませんが、

カスタマイズリソースが不要なため、

ヒット商品となれば収益の源泉となります。

主に地域の中小企業、個店向けのビジネスが中心となります。

このソリューション、パッケージ商品は

ＺＧＰ２５でも取り組んできましたが、

ＺＧＰ２０３０では、

新しいセレクション領域の商品開発に注力します。

セレクションは、顧客課題に合わせて、

部品化された汎用機能とコンテンツをセレクトし、

組み合わせて提供する仕組みです。

例として、基本モジュールには基本機能があり、

顧客の用途や必要な情報に応じたベースマップの種別が

選択可能です。

基本モジュールに機能モジュールとコンテンツモジュール、

必要なエリア要件を組合せ、顧客ニーズに最適化した

サービスパターンを生成し、提供します。

メリットは、導入コストとリードタイムです。

業界や業務に合わせ、

用途に対する組合せパターンを増やすことで、

売りやすい・買いやすいを実現し、地域や企業の市場で

対応できていなかったニーズをキャッチアップします。

まずは中堅企業や自治体向けのビジネスが中心になると

考えています。
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事業別の売上高の計画です。

地域共創活動を中心としたプロダクトソリューション、

マーケティングソリューション、

公共ソリューション、

そして企業共創活動そのものであるインフラソリューションは、

年平均で約５％前後の成長を計画しています。

モビリティソリューションは、

１００年に一度の変革期を迎えている自動車産業の中、

次世代モビリティサービスの市場形成に向けた

意志ある踊り場になるとみて、

年平均１％程度の成長としています。
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各事業の戦略の概要を説明いたします。

【プロダクトソリューション事業】

企業向けに住宅地図をはじめとする汎用性の高いサービス・商品を提供します。

パッケージやセレクションの商品群を中心に、主に地域共創領域で活動します。

ＺＧＰ２０３０では、新規サービス セレクションの市場投入と

既存サービス パッケージの幅広いラインナップでさらなるストックビジネスを

拡大してまいります。

ＺＧＰ２５の実績としては、ストック型ビジネスへの転換が順調に進捗いたしました。

2025年3月期末で、ストック型65%、フロー型35％を達成しております。

ＺＧＰ２０３０では、ストック型ビジネスの推進・拡大をさらに継続いたします。

パッケージのラインナップの拡充、セレクションサービスのリリース、フロー商品の

ストック化の実行を行うことで、ストック比率65%から80%を目指します。

売上目標は 2030年3月期 180億円を指標としております。
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【マーケティングソリューション事業】

一連のマーケティング施策を標準化したトータルサービスを提供していきます。

パッケージ、セレクション、ソリューションを隈なく網羅し、

地域共創領域、企業共創領域で活動いたします。

ＺＧＰ２０３０では、個々のマーケティング課題に最適化したサービスで

個展から企業まで幅広い顧客を獲得してまいります。

ＺＧＰ２５では、ARMBOX、らくらく販促マップという商品を

リリースし、展開してまいりました。

ＺＧＰ２０３０では、地域の顧客開拓とストック型への転換を強化し、

パッケージ・セレクションのラインナップの拡大、地域中堅企業への販売強化、

地域販促サービスモデルの構築を行うことで、

業態・業種別の用途開発、地域拠点網を活用した営業の強化、

ストック型地域販促プラットフォームを目指していきます。

ストック比率5%から30%を目標とし、

売上目標は2030年3月期 85億円を指標といたします。
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【公共ソリューション事業】

省庁や自治体の業務基盤のデジタル化や市民サービスの質向上を支援する

サービス・商品の提供を行っていきます。

パッケージ、セレクションで自治体を含めた地域共創の活動領域、

セレクションやソリューションで省庁を含めた企業共創領域で活動してまいります。

ＺＧＰ２０３０は、省庁・地域の課題を解決する

ソリューションビジネスの強化・標準化と新規サービス セレクションの市場投入で、

ストックビジネスを本格化してまいります。

ＺＧＰ２５の実績として、当社の地図データが導入自治体数1,000自治体を突破

いたしました。ストック型の自治体向けパッケージ商材も520自治体に導入できました。

これらを踏まえ、ＺＧＰ２０３０の取り組みはストック型ビジネスの本格化と

ソリューションビジネスの強化として、ストック型サービスの強化、セレクションサービスの

リリース、省庁・自治体向けの受託案件を強化し、ゼンリン地図データによるプラット

フォーム化や防災・物流・交通・都市計画の分野を強化し、ストック型サービス

1,000自治体への導入とストック比率40%から50%を目指してまいります。

売上目標は2030年3月期 105億円の指標といたします。
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【インフラソリューション事業】

業界別バリューチェーンに最適化した位置情報トータルソリューションを

提供してまいります。

主にセレクション、ソリューションの商品群で、企業共創領域で活動してまいります。

2030年は物流・不動産分野など、産業インフラを担う大手企業との共創により

ソリューションビジネスを拡大してまいります。

ＺＧＰ２５では、DX化ニーズの拡大を背景にソリューションビジネスは

堅調に推移してまいりました。ストック化のドライバーとなる「ZENRIN Maps API」を

提供開始することができました。

これらを踏まえＺＧＰ２０３０の取り組みは、各業界の課題解決を支援する

ソリューションビジネスを強化してまいります。

業界別ソリューションを確立し、業務情報の一元化と業務プロセス効率化を実現する

ソリューションを提供してまいります。既存顧客のソリューションの領域を拡大し、

物流業界や不動産業界などデファクトスタンダード化を狙っていきます。新規領域の

開拓として、物流、不動産に加え、生活、交通などの新たな企業にリーチしてまいります。

これら顧客基盤を拡大し、

売上目標は2030年3月期 225億円を指標としてまいります。



【モビリティソリューション事業】

移動に関わる空間情報・サービスを自動車関連企業に提供してまいります。

主にソリューション商材を軸に、企業共創領域で活動してまいります。

ＺＧＰ２０３０では、既存ナビビジネスのシェア拡大と、EV/AD/ADAS等の

次世代自動車サービスのソリューションパートナーとして

高度なモビリティ社会を支援してまいります。

ＺＧＰ２５では、コロナ禍等により一時的な減収はありましたが、

自動車市場の回復に伴い、ビジネスも回復基調です。

アプリ一体型のモデルの提供でビジネス領域を拡大し、3D高精度地図データの

カーメーカーへの採用やEV/ADASコンテンツの充実、新しい道路ネットワークデータの

完成など、次世代モビリティサービスにおける環境が整ってまいりました。

ＺＧＰ２０３０の取り組みとしましては、付加価値コンテンツによる収益拡大と

次世代サービスの基盤構築、コンテンツ・アプリ等の付加価値提供により

単価アップとシェア拡大、次世代の市場動向を踏まえたサービスの開発、

ライフタイムバリューを形成するストックモデルの確立を行い、

ナビ向け地図データの搭載率の最大化、次世代サービスの基盤の構築、

ライフタイムバリューの最大化を目指し、

売上目標は2030年3月期では185億円を指標といたします。
31



技術方針です。
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技術は、技術方針と技術戦略に基づき、

顧客の利用価値を創造する技術戦略を実行します。

デジタルツインに資する技術基盤への進化を目指していきます。

ＺＧＰ２５では、ZIPの各基盤を構築し、サービス提供を開始しました。

ＺＧＰ２０３０では、これら基盤をさらに進化させ、現実世界を再現する

デジタルツインの実現を目指し、更に高度化させていきます。

情報収集基盤は、収集ツールのIT化・自動化だけでなく、

外部情報やプローブ情報からの効率的な情報収集手法を確立していきます

時空間DBは、更なる精度・鮮度、意味情報の拡張を行い、

空間IDによる外部情報との連携により、

デジタルツインに資する高度時空間DBへ進化させます。

サービス基盤は、ユーザビリティを開発方針とし、顧客情報やオープンデータ、

動的情報と連携し、空間情報を利用価値に変えるサービス開発を行います。
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これらの技術の取組み、及び企業共創活動の一例として、

「ＧＯドライブ」の設立がございます。

当社DBを活用頂いている、ドライブチャートという高性能なＡＩドラレコにより、

交通安全を支援し、社会課題を解決しながら、

９万台ものトラックやタクシーがセンサーとして常に街中を走り回ることで、

リアルタイムな空間情報が収集されます。

物流や移動の安全性確保に向け、ドライブチャートの普及台数は、

更に増加すると考えています。

これらビックデータを、地図情報メンテナンスに活用するだけでなく、

様々な新規サービスやコンテンツ生成に活用ができると考えています。

まさにデジタルツインを実現する大きな一手と位置付けています。

GOさん、東京センチュリーさんと一緒に、

「ＧＯドライブ」の取組みを加速してまいります。



組織方針です。
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組織は、組織方針と組織戦略に基づき、

多様な人財が能力・資質・経験を組み合わせて成長することで、

メンバー間の心理的エネルギーを高める組織構築を推進します。

地域共創、企業共創、サービス技術、ビックデータ活用など、

新たな取り組みを推進する為には、人財育成と自律的組織が必要です。

人財開発では、

共創社会に対応したスキルセットを備えた人財育成を行います。

組織開発では、

働きがいと組織の成長を両立する強い自律型組織を目指します。

経営情報基盤では、

人財輩出と自律型組織を効率的に運営するために、

デジタル基盤（DX/仕組み）を構築します。

個人の成長と、企業の成長が連動する、仕組み作りを行ってまいります。
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